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　2012年5月より、「東日本復興支援ジェフグルメカード」を発行しています。
ご購入1枚につき5円を、東日本大震災による被害からの復興支援事業に寄付致します。

5円の寄付
1枚につき

「東日本復興支援
　ジェフグルメカード」
「東日本復興支援
　ジェフグルメカード」

本券の売上の一部を被災地の
復興支援事業に寄付させていただきます。

全国35,000店を網羅

－ 外食で日本を元気に －

加盟店拡大キャンペーン同時開催中



われわれの誓い
食とホスピタリティを通し、お客様とともに喜びを分かち合うこと、
それがわれわれの原点です。

1. お客様に満足していただけるよう、ホスピタリティの向上に努めます。

2. お客様に安心していただけるよう、安全で健康的な食の提供に努めます。

3. 食と農の連携により、潤いのある食生活への貢献と内外に向けた日本の食文化  

 の普及に努めます。

4. 地球温暖化の防止など、環境問題への積極的な取り組みに努めます。

5. 社会の一員として、雇用の創造と地域社会の発展に努めます。
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協 会 前 理 事

林　祥 隆
株式会社ワンダーテーブル　
取締役会長

コロナ禍で得たもの

2010年より日本フードサービス協会の理事を仰せつか

りましたが、今期をもって退任させていただくことにな

りました。会員や協会スタッフの皆様には大変お世話に

なり、心より感謝申し上げます。最後に「JFマンスリー」

に寄稿する機会を頂きましたので、私の所感を簡単に綴

らせていただきます。

この12年間、外食産業を取り巻く環境は激変しまし

た。特にここ２年間のコロナ禍の影響は甚大です。ファー

ストフード系の一部の業態を除き、業績が大幅に悪化し

たことに加え、多くの人材が外食産業から流出しました。

長年のデフレ環境によって値上げに消極的だった外食業

界でも、原材料原価や人件費の高騰により、値上げでき

ない企業は淘汰されるかもしれません。

コロナ禍で多くを失った一方、得られた教訓もありま

す。最大の学びは、ロイヤルゲスト、いわゆる常連客の

大切さを再確認できたことでした。緊急事態宣言が明け

た後、業績の回復が早かった店は、多くのロイヤルゲス

トに支持された店です。同じ売上を作るのでも、その店

を愛し、頻繁に利用したいと思ってくれるロイヤルゲス

トを増やすことがいかに大切かを痛感しました。

ロイヤルゲストを増やすには、ブランド力と現場力を

磨くことに尽きます。当社ではこの機会に、すべてのブ

ランドでビジョンを明文化するプロジェクトを始めまし

た。通常、ブランドビジョンは会社が作ってスタッフに

浸透させるのが一般的かもしれませんが、当社では多く

の現場のスタッフも巻き込んで探すことにしました。

当社で考えるブランドビジョンには３つの要素があり

ます。①そのブランドが何のために存在するかを示す「目

的」、②どうなりたいかを示す「未来イメージ」、そして

③行動基準を示す「価値観」の３つです。いずれも、スタッ

フたちに日常の業務で感じていることを発表してもらい、

その中から大事なポイントを丁寧に探し出し、時間をか

けて明文化していきます。

ブランドビジョンは「作る」のではなく「探す」こと

が大切です。そして、それらを「浸透させる」のではなく、

「共感してもらう」ことを意識しています。どんなブラン

ドであれビジョン（らしきもの）は必ず存在しています。

ただ曖昧な状態では、みんなで共有することができませ

ん。それをみんなと一緒に探して明文化することで、多

くのスタッフが共感できるものになります。

今後は、値上げをしても、ロイヤルゲストを魅了し続

けられるブランド力と現場力をつけることが生き残りの

条件だと思います。当社では、各ブランドで明文化した

ビジョンに共感してもらえるスタッフを増やし、ブラン

ド力と現場力を徹底的に磨いていきます。そんな外食企

業が日本にも増えて、コロナ禍を機に外食産業の質が大

きく向上することを期待します。
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⃝協会（JF）は今年 8 月 1 日、山口壯環境大臣（当時）をお招きし、大局的見地から地球環境問題を考え、
今後日本が確立すべき環境戦略について、お話を伺う機会を得た。

⃝地球環境への懸念が世界で共有されはじめたのは 20 世紀末に遡る。1992 年の国連総会では気候変動
に関する国際連合枠組条約が採択され、1994 年に発効した。

⃝ 1997 年の COP3（第 3 回気候変動枠組条約締約国京都会議）では「京都議定書」が採択され、先進
国は「温室効果ガスを 2008 年から 2012 年の間に、1990 年比で約 5％削減すること」を求められた。
だが、途上国の削減義務はなかった。京都議定書の実施ルールがまとまり、発効したのは 2005 年である。

⃝ 2013 年以降の温暖化防止の取り組みについてはなかなか合意に至らず、ようやく 2015 年の COP21
で「パリ協定」が成立し、2020 年以降の国際的枠組が取り決められた。今世紀後半の「脱炭素化」を
めざし、「世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して、2℃より充分低く抑え、1.5℃に抑える努力を
追求する」こととしている。

⃝パリ協定の実施ルールは各国の合意が得られず持ち越されていたが、昨年英国で開かれた COP26 でよ
うやく「グラスゴー気候合意」としてまとまり、パリ協定のルールブックが完成した。パリ協定では、
先進国だけでなく途上国も削減目標を立て、目標達成に努めることになっている。

⃝日本では今年 6 月、政府の「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太方針 2022）の中で、新しい資本
主義に向けてグリーントランスフォーメーション（GX：再生可能エネルギーなどのグリーンエネルギー
への転換）に重点投資し、脱炭素化を推進することが記されている。

⃝協会（JF）は 1992 年の気候変動に関する国際連合枠組条約の採択以降、常に政府の方針に従って外
食産業界にできる地球温暖化対策として、特にリデュース・リユース・リサイクルをモットーに、石
油由来プラスチックの削減、食品ロスの削減、容器等廃棄物の削減などに取り組んできた。

⃝本年７月の環境委員会では、5 月に発表した今年度事業計画を改めて紹介し、①会員企業の CO2 削減
のデータ化、②プラスチック代替品への転換、③食品廃棄物のリサイクルなどを実践している会員企
業例として、同日開催の環境対策セミナーでは株式会社アレフおよび株式会社ダスキンに環境への取
り組みを発表していただいた。

⃝以下は山口前環境大臣の講演、会員企業アレフとダスキンの事例発表の概要、および JF 環境委員会報
告とともに、JF 会員企業を対象に昨年実施した 2020 年度エネルギー実態調査の結果である。

カーボンニュートラル社会に向けて

改めて環境問題を考える

特 集
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今のような激動の時代に思い出すのはダーウィンの進
化論だ。なぜ大きくて強い恐竜が滅び、小さくて弱い哺
乳類が生き残ったのか。ダーウィンの答えは、自分を変
えられるものだけが生き残ったのだ。大きくて強い恐竜
は環境の変化に適応できず滅びてしまったが、哺乳類は
自分を一生懸命に変えて生き残った。

これからは、環境に配慮しない会社は生き残れないの
ではと思う。今の激動の時代をどのように捉えるかは人
それぞれだが、恐竜と哺乳類の例が示すように、環境に
配慮することも、誰かが何とかするだろうと思う人と、
俺がやらなきゃ誰がやるんだと思う人には、大きな差が
現れるのではないか。産業においても、品質だけでなく、
環境に配慮しているか否かが、これからのビジネスの大
きなヒントになると思う。

例えば鉄鋼業はかなり多くの CO2 を排出している。
鉄鉱石を熱処理するためにコークス（石炭を蒸し焼きに
して抽出した炭素の塊）を燃やすからだ。しかし、水素

（H2）で還元する製鉄法だと、排出されるのは水（H2O）
である。このイノベーションはすでに存在している。コ
ストの問題で導入が進んでいないが、これからは脱炭素
の製鉄法で作られた鉄しか輸出できなくなる時代が訪れ

るだろう。「脱炭素を制する者は次の時代を制する」、「グ
リーンを制する者は世界を制する」と言っても過言では
ない。世界の投資家たちは、企業が脱炭素に配慮してい
るか、脱炭素を実現できているかを注視していくだろう。

戦後の日本が成り立っていた前提が音を立てて崩れは
じめている。パックス・アメリカーナの下で米国に安全
保障を頼り、日本は経済に専念するという云わゆる吉田
路線は、パックス・アメリカーナという前提で成り立つ
ものだったが、それは、武力の行使を禁止する国際連合、
自由貿易を推進する GATT（貿易と関税に関する一般
協定）とその後の WTO（世界貿易機関）、ドルを基軸
とする世界通貨体制という３つの仕組みによって支えら
れていたが、今はいずれもうまくいっていない。

  COP26（第 26 回気候変動枠組み条約締約国会議）

そうであれば日本は、新たな国家戦略を立てるべきだ。
そして、その際の重要な切り口になるのが脱炭素だと思
う。私は環境大臣を拝命して 1 カ月後の昨年 11 月、イ
ギリスのグラスゴーで開かれた COP26（第 26 回気候
変動枠組み条約締約国会議）に参加した。そこでは、産

JF 経営・環境セミナー
８月１日　都市センターホテル「コスモスホール」（東京都千代田区）
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業革命前からの気温上昇を 1.5℃に抑える合意文書が採
択されたが、地球ではもうすでに 1.2℃の気温上昇が起
きていると言われており、1.5℃まであとわずかしかない。

2015 年の COP21 ではパリ協定が合意され、その第
6 条では、CO2 の排出枠を「クレジット」として市場
で取引する仕組み（市場メカニズム）が明記された。例
えば二酸化炭素排出量を下げた時、その削減分の CO2
を排出権として市場で取引できる仕組みだが、実施に必
要なルールの細目については各国の意見がまとまらず、
ルールづくりが完成していなかった。そこで日本は昨年
の COP26 において、環境省で蓄積された知見に基づ
き日本提案を提示し、アメリカ、中国、インド、フランス、
ドイツ、カナダ、エジプト等とそれぞれ話し合い、今回
でなんとかまとめることに繋がっていった。

  カーボンニュートラルには莫大な投資が必要

今の世界的な異常気象の原因は、二酸化炭素やメタン
ガス等の温室効果ガスが増え、地球の表面を温室のよう
に覆っているからだ。熱が宇宙空間に放出されず、温室
効果ガスに吸収されて籠ってしまい、地球温暖化の原因
となる。二酸化炭素がこのまま増えて完璧な温室になっ
てしまうと、どんどん温度が上昇して後戻りができなく
なる。気温上昇が産業革命前と比べて 1.5℃を超えれば
不可逆的な問題が発生するだろうというのが科学者のほ
ぼ一致した見解だ。例えばシベリアの凍土がどんどん溶
け出し、凍土の中の 1 万年、2 万年前のウイルスが放出
されると、我々のもつ免疫力では抵抗できないようなこ
とが起こるかもしれない。何とか後戻りができるところ
で抑え込もうというのが今の状況だ。

カーボン・ニュートラルな国家戦略を考える上で、イ
ノベーションは不可欠なキーワードだが、ある試算によ
ると、日本のイノベーションの予算は５兆円にすぎない。
一方、中国は 28 兆円もある。日本でも今年はグリーン・
イノベーション・ファンドに 2 兆円、大学ファンドに
10 兆円を投じる予定だが、それでも全然足りない。気
温上昇はあと 10 年ほどで 1.5℃に達してしまいかねず、
その意味で 2050 年にカーボン・ニュートラルにすると
いう日本の目標は、できるだけ前倒しにしたいところだ
が、カーボン・ニュートラルの実現には 400 兆円超の
投資が必要だと言われている。

  官民協調のクリーンエネルギー戦略

今までの資本主義では解決できなかった気候変動問題
を新しい資本主義で何とか取り組もうというのが岸田総
理の一つの優先事項だ。脱炭素を切り口に、「脱炭素を
制する者が次の時代を制する」、「グリーンを制する者が
世界を制する」と言って間違いない。

さきほど鉄鋼の話をしたが、自動車においても同様で
ある。2021 年に売れた電気自動車は日本では２万台、
中国では 290 万台。技術的には、内燃機関でガソリン
を燃やして進むガソリン自動車のほうが製造は難しく、
モーターにタイヤを付けて進ませる電気自動車のほうが
ずっと簡単である。そういう意味では、日本の自動車メー
カーの技術は高いが、これからは電気自動車が主流にな
り、ベンツやボルボは 2030 年、GM は 2035 年には、
販売する全ての新車を電気自動車にするという。日本で
はホンダが 2040 年に全車を電気自動車化する旨を発表
している。世界の電気自動車化の流れに遅れないように、
みんなで何とかやっていかなければならない。これにも
多大な費用がかかる。

私は鉄鋼、ガス、石油、電力、自動車、経団連、日本
商工会議所など色々な業界と話をさせていただき、それ
ぞれの業界で脱炭素にいくら必要かを尋ねたところ、答
えが出たのは鉄鋼業界だけで、５～６兆円だった。これ
に産業界全体の数字を積み上げていくと、官民が折半す
るとして 200 兆円と見積もった。そこで 200 兆円の「イ
ノベーション国債」を提案したところ、今年 4 月、経
団連が 400 兆円のグリーン国債の発行を政府に提言し
た。私の提案が意識されたのではないかと実感している。

5 月の「クリーン・エネルギー戦略」に関する有識者
懇談会で、岸田総理は脱炭素社会を目指して 10 年間で
150 兆円の官民協調投資を実現するために、その第一
歩として 20 兆円の「GX 経済移行債」を先行調達する
と表明した。20 兆円は 200 兆円と比べて０が一つ少な
いが、これはシードマネー（種）であり、何倍にも膨ら
む可能性が有る。

産業界との意見交換では、炭素に価格を付けるカーボ
ン・プライシングについても議論した。カーボン・プラ
イシングは、①排出量取引、②クレジット取引、③炭素
税の３つからなる。炭素税は、最初はどの業界も一様に
ネガティブだったが、20 兆円の GX 経済移行債を先行
調達するとの前提で受け止めて頂きたいとお願いした。
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  地域脱酸素の取り組み

だが、「カーボン・プライシングと言うが環境省は汗
を流していない」という声が聞こえたので、私のほかに、
副大臣２人、政務官２人の合計５人が全国 47 都道府県
を手分けして訪問・全国行脚を行った。１月から始めて
６月 16 日には全国行脚を終えた。各地で環境省として
２つの目的を説明した。１つは地域の脱炭素は町興しに
つながり、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」の支
援があること。もう１つは財政投融資で「脱炭素化支援
機構」を設立し、地方の脱炭素事業に出資すること。予
算はそれぞれ約 200 億円ずつとそれほど多額ではない
が、いわば「起爆剤」となるものと考えている。

環境省は現在、脱炭素先行地域を全国で募っている。
第 1 弾として４月には 79 件の提案から 26 件が選定さ
れた。専門家の方々に公正中立に客観的に決めていただ
いた。例えば、岡山県真庭市（まにわし）は生ごみ等か
ら電力を生み出し供給する。北海道上士幌町（かみしほ
ろちょう）は酪農の牛の糞尿から電力を作る。先行事例
となるように、酪農、大都市商業施設、再開発に関連す
るもの、離島のケース、観光、廃棄物など、特色のある
ものが採用された。７月 26 日から８月 26 日にかけて
第２弾を募集している。

  アジア・ゼロエミッション共同体構想

岸田総理はアジア・ゼロエミッション共同体というこ
とをよく言っておられる。その実現方法を私なりに考え
てみた。先日、二階俊博先生とサウジアラビアの外務大
臣との会談に同席したところ、外務大臣からこんな発言
があった。
「砂漠のサウジアラビアには太陽光がふんだんに有る。

今は石油で生計が成り立っているが、2030 年以降は
ひょっとしたら石油が売れなくなるかもしれない。石油
で資金がある間に、太陽光からクリーンな水素を作り、
水素で国を支える仕組みを整えたい。『ビジョン 2030』
という名の下に、これからの７～８年の間に、例えば太
陽光から作った水素をヨーロッパやアジアに輸出する仕
組みを作りたい。サウジアラビアには石油とお金がある。
それと日本の技術がコラボすればアジアを脱炭素化でき

るのではないか。」
これはものすごく戦略的な考えである。日本の企業も

この脱炭素の動きに乗っかっていける。岸田総理の言う
「アジア・ゼロエミッション共同体」の中身を作ること
ができる。日本の国家戦略の発想として、いかに色々な
国を繋いでいくかが大事であり、世界平和になっていく
ためには、アジア・ゼロエミッション共同体の構想は大
事だと思う。

  政治の役割

ロシアとウクライナの戦争は、一つの見方としては新
しい冷戦である。本当の意味の総力戦であれば核兵器を
使っているはずだが、さすがのロシアも今のところは抑
制が効いている。では、この冷戦にどうやって勝つか。
前の冷戦が「歴史の教訓」となる。前の冷戦は銃撃戦で
西側が勝ったわけではない。東側の共産圏の国が西側の
資本主義の国の生活を見て、あっちの方が幸せそうだと
思ったのが勝ちの原因であった。東側は生産もままなら
ない、暮らしも窮屈だ、ところが西側は豊かで皆幸せそ
うで自由だから、あっちの方がいいということで、ベル
リンの壁が崩れた。今回も勝敗のカギはそこだと思う。
こっちの生活の方が豊かで幸せそうだと向こうに思わせ
ることができるかどうかだ。

その意味で政治の役割は大きい。今、中国やロシアで
は皮肉っぽく、「いやいや、アメリカのことを見ている
とけっこう分断されているし、国の中でも喧嘩ばかりし
ているし、あちらが幸せだとは到底思えない。」と言っ
ている。そう言われないように、格差問題は解決し、す
べての人にチャンスが与えられ、誰も取り残されないよ
うな政治の仕組みを作り、みんなが幸せだと感じられる
ようにしていく。そういう政治が、新しい冷戦に勝ち残っ
ていくために非常に大事だと私は思っている。

  プラスチック資源循環促進法

最後にフードサービスに関係のあるプラスチック資源
循環促進法について述べさせていただきたい。４月１日
からの同法の施行により、様々な業界で、プラスチック
の使用をできるだけ少なくし、生分解性のバイオプラス
チックを使うなど、色々な工夫をしていただいている。
これは日本がリーダーシップを取っていきたい分野である。

ある程度受け入れて頂いたのではないか。
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プラスチックが海に流れ出していき、マイクロプラス
チックやさらに細かいナノプラスチックに分解され、魚
がそうした細かいプラスチックを体内に取り込み、その
魚を我々が食べたときのことを考えると、ちょっと怖く
なる。NHK の放送では、それが血液とともに脳にまで
行ってしまうのではないかという話もあった。

そういう意味では、レジ袋の有料化は大事なことだと
思う。日本はむしろ遅れていたくらいだ。中国ではプラ
スチック製レジ袋の使用は禁止になっている。他の国で
もずっと以前からレジ袋が有料化されているところが多
い。先日、瀬戸内海の浜辺でゴミ拾いをしたとき、大き
いゴミから小さいゴミまで大量に出てきた。もし全てが
海に流れ込み、万一、魚が吸い込んだらどうなるか。そ
う考えると、今は限られた品目が規制の対象になってい
るが、業界の方々と意見交換をしながら対象範囲を広げ
ていかなければならないと環境省内で議論している。日
本フードサービス協会の関係者の皆さんからも、意見を
いただけるとありがたい。

には 100% アンモニアだけで燃やしていく予定であ
る。アンモニアだけだと CO2 は排出されない。今ま
で石炭火力は絶対駄目だと言ってきたドイツも、ア
ンモニア混焼について教えてくれと言ってきている。
ただし、やはり中長期的にはカーボンニュートラル
は人類共通の大きな課題で、一時的な乱気流はある
ものの、やはり 2050 年までにカーボンニュートラル
にしようという意識は変わっていない。先ほど申し
上げたとおり、カーボンニュートラルの道は２つあ
る。１つは太陽、風、水、地熱等による再生可能エネ
ルギーで、もう 1 つは原発である。ヨーロッパでは
すでに原発の必要性について相当前向きの、前のめ
りの議論もある。アメリカでもそうだが、日本はま
だ安全最優先で慎重に対応している。COP26 の時に
はまだウクライナでの戦争は始まっていなかったが、
多くの欧米諸国から日本は SMR（Small Modular 
Reactor）についてどう思うかと聞かれた。SMR と
は小型原子炉のことで、日本は福島のこともあるの
で原子炉には慎重で、SMR はそれほど議論にはなっ
ていないと答えたが、実際は、一部自民党議員や識
者の間では SMR についてかなりの議論が始まってい
る。ただ、SMR が出来るのはまだ 10 年ほど先のこ
とだ。ある国の代表者は、原子力潜水艦も原子力空
母も SMR で事故を起こしたことがないと言っていた
が、私は慎重に考える必要があると思っている。た
だ中長期的にはカーボンニュートラルの方向性は変
わらないというのが結論だ。

Q 国家戦略として脱炭素が非常に重要な位置づけだと
捉えられていることが良く理解できた。その上で２点
質問がある。山口大臣が外食業に期待する施策、そ
れに対して国などが協力できるような施策について、
イメージ等があればお聞かせいただきたい。そして
もう 1 つ、カーボンプライシングについても何か具
体的なイメージがあれば、お聞かせいただければと
思う。

A ２つとも大事なポイントである。カーボンプライシ
ングの議論はまだ正式には進んでいないが、総理は
20 兆円の GX 移行債を調達していくとはっきり言わ
れている。そこが半年前とは大変な違いだ。ただ、カー
ボンプライシングには排出量取引と、クレジット取
引と、炭素税があるので、その組み合わせをどうす

Q ウクライナ情勢が欧米の脱炭素構造に大きな影響を
及ぼしていると思うが、地政学的にも経済状況的に
も厳しい中、ウクライナ情勢が長引けば岸田政権が
打ち出している GX（グリーンエネルギー）戦略を中
心とする新しい資本主義の方針にも影響するのか？

A 一時的な乱気流はあるかもしれないが、中長期的に
は、この方針はむしろ加速化されるべきであり、加速
化されていくと思う。例えばドイツは、一時は日本
に対して「石炭の火力発電を一切、早くやめて」と言っ
ていたが、今のドイツはウクライナの関係で石炭火力
を増やしており、日本にアンモニア混焼について教
えてくれと言ってきた。日本では JERA（ジェラ：東
京電力と中部電力の合弁企業）がアンモニア混焼の
実験を始めている。石炭にアンモニア（NH3）を混
ぜると、混ぜた分だけ CO2 の排出量が減る。実験は
2024 年に終了予定だったが、１年早い 2023 年に終
わりそうだ。2020 年代に 20% のアンモニア混焼を
普及させ、2030 年代にはアンモニアの比率を 20%
から 40%、60%、80% へと上げていき、2040 年代

講演後の質疑応答
（ Q：JF 会員社　 A：山口大臣）
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るのかも含めてこれから議論が進められる。７月 27
日に第１回 GX 実行会議が開かれたが、まだ具体的
な中身についての議論には至っていない。ただし、
環境省には相当の知見（データ）の蓄積があるので、
設計図を描きはじめているが、それはまだ初歩のた
たき台と言ってもいい。排出量取引はむしろ経産省
のほうが重きを置いていると思う。炭素税ではない
が、石炭、石油には気づかれないほど僅かの地球温
暖化対策税がかかっている。20 兆円の GX 移行債を
先行調達して、それを将来どういうふうに消化して
いくか。これは赤字国債や建設国債とは別の国債だ
と考えられる。復興特別債のような特別会計をつくっ
て、20 兆円をどういうふうに何十年で消化していく
かを、これから設計図を描いていく。例えば、20 兆
円を 20 年に分けて１年で１兆円という形にし、それ
をどう増やしていくかという議論になると思う。石
油と石炭については少しデコボコがあり、それを統
一してならしていくと、実は償還財源になりうるが、
今は電気料金が高いので設計図の段階で留まってい
る。この 20 兆円は打ち出の小づちではない。未来へ
の投資として先行調達し、それをシードマネーとし
て、200 兆円くらいに膨れ上がるように持っていく。
そのために、脱炭素化支援機構もフルに使ってもらい
たい。念頭にあるのは、全世界で 4000 兆円動いてる
とも言われる ESG マネーだ。今は円安なので 5000
兆円と言ってもいい。その ESG マネーが、どこにき
ちんとした投資プロジェクトがあるかと目を凝らし
ている。きちんとした良いプロジェクトであり、未来
への投資になることを理解していただいた上で、カー
ボンプライシングの設計図を描きたいと思っている
が、具体策はまだ決められていない。炭素税につい
ても環境省の中ではまだ議論が進んでいない。つい
先日、私が早急に設計図を描きましょうと言い始め
たところだ。外食産業にどのような期待をするかは、
全ての人にカーボンニュートラルの実現に参加して
もらうことだ。一部の、例えば 26 の脱炭素先行地域
が頑張ったらできるという話ではない。突き詰めて
言うと、我々一人一人が呼吸する中で二酸化炭素を
出している。産業革命前は、呼吸して出した二酸化
炭素を樹木が吸い取り酸素を出していたので、カー
ボンニュートラルであった。ところが、蒸気機関車
が走る、車が走る、飛行機が飛ぶ、鉄道を作るなど様々

な技術革新の中で、二酸化炭素をぼんぼんと出した
結果、気候変動問題が起きてきている。それを今後
どうするかは、日本だけでは実現できない。他の国々
と一緒になってやらないといけない。日本の中でも、
誰かがやったら済むという事ではなく、全員に気に
留めていただかなくてはならない。外食産業でも調
理の時にどうやってカーボンニュートラルを実現す
るのか、我々がクリーンエネルギーを生み出しそれ
を使っていただくのか。LED 照明により、ある程度
はカーボンニュートラルに近づいてはいるが、そう
いう事も含めて色々考えていただけるとありがたい。
プラスチックについても、できるだけ化石由来のプ
ラスチックを少なくすることがカーボンニュートラ
ルに近づく事でもあるので、みんなで知恵を絞って
一緒に頑張っていただければありがたいと思う。

Q 外食産業に関わる質問を２つさせていただきたい。
１つは、牛肉、豚肉、鶏肉、魚類等の価格が上がっ
ているが、中でも一番上がっているのは油の価格だ。
大臣もご存じのとおり、持続可能な航空燃料（SAF：
Sustainable Aviation Fuel、再生可能代替航空燃
料）がヨーロッパに入る事によって、航空会社がま
すますバイオジェット燃料買いに走る。その主原料
は、おそらく植物油や動物油だと思うが、そうなると、
ただでさえ高い食用油がますます高騰し、限られた
資源の争奪戦になるのではと懸念している。大臣の
プレゼン資料の中にあった定期航空協会も、まさに
SAF を使う側だ。食料安全保障に関わる事だし、イ
ンフレ抑制のためにも、政治が油の安定供給に介入
できないか。2 つ目は、特に最近の燃料調整費の高騰
で、今まで高価格であった再生可能エネルギーの買取
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価格が相対的に下がりつつある。コーポレート PPA
（Corporate Power Purchase Agreement：電力購
入契約）では、売電企業の投資対効果がだいぶ下がっ
ている。ソーラーシェアリングという、遊休農地で
太陽光発電を行うと同時に植物にも太陽光を与える
という、両方得策のグリーンな対策がある。政府の
20 兆円の GX 移行債で、こうした新しい産業に投資
していただけないかと思う。

A SAF については、確かに航空業界と話をした時に
大きな課題として取り上げられた。まだ詳しいとこ
ろは決まっていないが、その活用については航空業
界も脱炭素化を進める上で重要だと認識されていて、
環境省と SAF の導入に向けた議論を始めたところだ。
ご指摘のポイントも踏まえてフィードバックしてい
きたいと思う。再エネに関しては、環境省は工場や
事業所での太陽光発電や蓄電池の導入支援に予算を
付けている。今年はもう既に支援先が決まっている
が、今後も続けて行くので、お使いいただければと
思う。ソーラーシェアリングもこれからさらに出て
くると思うが、あと２年ほどしたらペロブスカイト
という非常に薄いフィルムのような太陽電池が出て
くる。東京大学の先生が今実用化を念頭に開発を進
めている。ペロブスカイトは現在の太陽光パネルの
ような大きな支えも必要なく、それぞれの家の壁や
屋根にも簡単に取り付けられる。これを全部の家に
導入すれば、それだけで電力を賄えるのではないか
と計算する人もいる。それからバッテリーだが、太
陽が照っている時に蓄電し、雨が降っている時でも
ちゃんと電力供給できる仕組みの方へと移っていく
と思う。これにも補助金制度があるので、ぜひ活用
していただきたい。環境省本省のほか、全国７カ所
に今年度からそれぞれに 10 人ずつ増員されている地
方環境事務所もあるので問い合わせていただきたい。
地域の脱炭素の伴走支援あるいは補助金について、
丁寧に対応できる体制がある。

Q 私たち外食産業は自動車産業等と異なり、産業自体
が大きくなっても主体は一つ一つの店舗であり、そ
の産業構造はずっと変わらない。コロナ禍でみんな
大変な苦労をしてきた中で、現在は農産物の輸出促
進や高騰する食材価格への対応、プラチック問題へ
の対応、そしてレジ袋有料化、持ち帰り用包装のプ

ラスチックゴミ対策、廃棄ロス問題など、色々な課
題が色々な省庁から縦割りで色々な形で与えられて
いる。ここ最近では、ごみの問題、脱炭素の問題な
どの新たな問題もでてきた。こうした行政の様々な
要請に対して十二分に応えていかなければならない
と思うが、具体的な対策を考える際に、行政に相談
できる窓口があるとありがたい。

A 私は今から約 40 年前（1992 年）に外務省に入省
し、最初に担当した仕事は OECD の環境委員会（現
OECD 環境政策委員会）関連であった。当時は、経
産省は通産省、環境省は環境庁という名称で、互い
に競いあっていたことがあったが、今は一心同体で、
いわば戦友である。ご指摘の行政の窓口は、ワンス
トップサービスが整っていれば業界の方も安心され
るのでしょうが、今はそれを全て賄えるとは言えな
い。だが、必要なことは環境省にご相談いただけれ
ばと思う。環境省にも地方の部局があり、農水省や
厚労省等に繋いで情報提供をさせていただく。

Q 本日は改めて脱炭素の重要性について認識した。私
事で恐縮だが、当社は 6 月 1 日付で社内にサステナ
ビリティ・ＣＳＲ企画部という新しいセクション立
ち上げたばかりで、私の質問が的を外れていたり、
失礼な発言であればお許しいただきたい。私もある
研究会を通じて脱炭素の問題で農水省の新井ゆたか
審議官（現消費者庁長官）からご指導をいただいた
こともあるが、外食産業一社で解決し、整えていく
ことは大変難しいと思う。財務面、人材面で、正直言っ
て厳しいと思う。話が少々飛躍して恐縮ではあるが、
外食に限らず、食品製造や流通業等の食品関連業界
が国の支援の下に食のプラットフォームを整え、こ
のプラットフォームで生まれた加入企業の成果を評
価できるような仕組みを国が策定し、国内の投資家
が評価するてスキームができないものかと思う。

A それは十分可能だと思うし、そういう意見を色々と
ご提案いただけることはありがたい。先ほど申し上
げた通り、資金の枠組みについての考え方は整いつ
つあるが、その中身が大事だと思う。業界によって
プラットフォームは異なると思うが、皆様にとって
どういった仕組みが有効なのかを検討していただき
たい。

特 集 カーボンニュートラル社会に向けて 改めて環境問題を考える
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た、営業車は低排出ガスの自動車やハイブリッド車など、
環境に配慮した低公害車の導入を促進している。大阪の
中央工場では太陽光発電システムを導入し、売電してい
る。また、富山、石川、福井、岐阜の四県にまたがり高
山植物で有名な白山国立公園では、生物多様性を守るた
め、登山道の入り口に棕

シュロ
櫚タイプのマットを敷き、外来

種の種が国立公園に入り込まないように取り組んでいる。

ダスキンの環境方針
ミスタードーナツはダスキン
の一事業なので、ダスキンの環
境方針に沿って動いていく。す
なわち、サステナブルを目指す
企業として、環境保全と企業経
営の両立に取り組み、持続可能な社会の発展に貢献して
いくことを目指す。気候変動に対応し、脱炭素社会の実
現と環境負荷の少ない社会、水資源と生物多様性の保全
によって人と自然が共生する社会に貢献することを目指
している。
昨年、ダスキンは環境目標として「ダスキングリーン
ターゲット 2030」を発表した。まず循環型社会づくり
に貢献するために、2030 年度の具体的数値目標を立て
た。具体的には、食品ロス量を 2000 年度の半分に減
らす。化石資源由来の使い捨てプラスチックの排出は
2020 年度比で 25％抑制する。容器包装プラスチック
のリサイクル率を 60％に上げる。各事業所で再生可能
エネルギーを導入し、その利用比率を全体
の 50％にする。ダスキングループ全体の
CO2排出量は、2013 年度比で 46％減を
目指すなどである。
容器包装プラスチックの削減に向けた取
り組みは、一にリデュース、二にリユース、
三にリサイクル、そして四にリニューアブ
ルである。包装容器・素材などを軽量化し、
原油使用量を削減し、プラスチックは使用
量の削減と再利用に努め、さらに植物由来
のプラスチックへの転換を図っている。ま

ミスタードーナツの環境保全活動

ミスタードーナツの環境保全活動は大きく五つの項目を
掲げている（下表）。
一つ目はフードロス削減で、2030 年度には 2000 年
度比で50％に減らす。今期の目標はマイナス35％とし、
2030 年に向け徐々に削減率を増やしていく。ミスター
ドーナツでは来店客のために閉店間際までドーナツを揃
えておく必要があり、その結果、毎日 150 ～ 200 個の
ドーナツがロスとなっている。この数をいかに減らして
いくかが、目下最大の課題である。
二つ目は、食品廃棄物のリサイクル率の向上である。
2030 年には 75％を目標としているが、今期の目標は
60％である。ドーナツを揚げた後の廃食油と閉店後に

㈱ダスキンは訪販グループ事業とフードグループ事業
を擁し、ミスタードーナツはフードグループ事業に属
する。ダスキンは 1970 年に米国ミスタードーナツとフ
ランチャイズ契約を調印し、翌年に日本で加盟第 1号
店を大阪・箕面に開店、現在ミスタードーナツは直営・
FC合わせて全国に約 78,000 店舗を展開している。

事例発表 1
株式会社ダスキンの環境への取り組み

株式会社ダスキン　
フードグループ　リスク・安全対策部品質管理室主幹　

坂元正三氏

JF MONTHLY SEPTEMBER/OCTOBER 2022   9

地球規模の異常気象が年を経るごとに顕著になってきた中で、外食業界は地球温暖化防止のために
多様な取り組みを展開している。以下は 7月 27 日に JF センター会議室にて開催された JF 環境対
策セミナーで発表された会員企業の事例である。



事例発表 2　
「食」からつながる SDGs

株式会社アレフ　

SDGs 推進委員長兼エコチーム・リーダー　

高田あかね氏

脱炭素社会の一員として
2021 年 4 月の気候変動サミッ

トにおいて、日本は温室効果ガ
スの排出削減目標を「2030 年度
までに 2013 年比 46％削減する」
と宣言した。

当社では食材の調達から、食
品工場での加工、店舗での調理、食事の提供までの流れ
全体で温室効果ガスを排出しているため、「Scope 1」（自
社で燃料等を燃焼させた直接排出量）と「Scope 2」（他
者から供給されたエネルギーの使用による間接排出量）
の範囲で削減することにし、2000 年から排出量の算出
を始めた。2020 年度のエネルギー由来の二酸化炭素排
出量は 10,675 トンと 2013 年度比で 66.5％の削減と
なり、すでに 2030 年の削減目標値を超えている。

脱炭素社会の実現には、需要側の使用量を減らすこと
が重要である。当社では店舗や工場の使用量を把握し、

余るドーナツを食品リサイクル化しており、昨年はリサ
イクル率 59.3％を達成した。

三つ目は、化石資源由来のプラスチックの削減である。
2030 年には 2020 年度比で 25％減を目標とし、今期
は 5％の削減を目指す。

四つ目は、店舗でのガス、電気などのエネルギー使
用時、および配送の際の CO2 排出量の削減である。
2013 年度比 46％減が目標で、今期はすでに 32％減を
達成している。

五つ目は、再生可能エネルギーの利用率を 2030 年
に 50％にすることだが、今期の目標は５％で、全国の
984 店舗のうち 50 店舗に再生可能エネルギーを導入し
ていく。

各店舗で閉店後に残ったドーナツはビニール袋に入
れ、全国の物流センターから店舗への原材料納品時の戻
りの便で回収し、物流センターに集約する。それを週に
１、２回、食品リサイクル処理業者のもとへ運搬し、そ
こで飼料の原料として再利用される。現在、764 店舗
分の食品リサイクルができているが、北海道エリア、東
北エリア、北陸エリア、および長野県、新潟県、山梨県、
静岡県、沖縄県では未だリサイクルできていない。今年
11 月からは東北エリアで食品リサイクルを開始する計
画である。ただし、豚コレラの発生などを受けて昨年４
月に改正された飼料安全法に基づき、食品循環資源から
作られる飼料（エコフィード）は安全確保を強化するた
めに加熱しなければならなくなっている。

物流センターに集約されたその他の食品原材料で賞味
期限が残っているものは、フードバンクや子ども食堂に
提供している。また、関東と東北の各物流センターに残っ
た食品残渣や食品は、バイオガス化の原料として、家畜
の糞尿や農業系廃棄物等と一緒にメタン菌入り発酵層に
入れてメタンガスを作り、それを燃やして発電し売電し
ている。

店舗の調理オイルも原材料納品時に回収し、物流セン
ターに集約して業者に販売している。ミスタードーナツ
のオイルは液油ではなく固形油のパーム油なので、非常
に運びやすいが、二次利用の際には溶かさなければなら
ないので、少々手間がかかる面がある。約 30％がボイ
ラー燃料としてリサイクルされ、ダスキンのモップやマッ
トを洗浄する工場でお湯を沸かすときに使用される。

ストローは昨年からバイオマスストローの導入を始め
た。10％のバイオマス混入から始め、段階的に混入率

を高め、今期は 25％にまで引き上げていく。レジ袋削
減への取り組みは、レジ袋の有料化で、レジ袋を辞退す
るお客様が多くなり、大幅に削減できた。CO2 排出の
削減に関しては、新店・改装時に LED 照明を導入する
などして電力使用量を削減している。昨年度は 2013 年
度比で 37％削減した。また、プラスチック製のフォー
クを紙製へ変更することで、今期は年間約 13 トンのプ
ラスチック削減が可能だと試算している。

今後の取り組み
以上の取り組みに加えて、水資源と生物多様性の保全

などを実現するために、環境マネジメントシステムを継
続的に改善し、環境負荷の少ない社会づくりに貢献する
ことを目指す。環境に配慮した商品・サービスを開発し、
ISO14001 基準またはそれに準じる基準により環境配
慮の管理をし、環境教育による人材の育成も目指す。

特 集 カーボンニュートラル社会に向けて 改めて環境問題を考える

10   JF MONTHLY SEPTEMBER/OCTOBER 2022



コツコツと継続的に削減していくというアプローチを
とっている。

店舗では電気・ガス使用量のモニタリング、客席の長
さに合わせた照明の点灯など、ソフト面での削減を軸に
エネルギー管理項目を設定し、定期的な報告によってア
プローチが適切かどうかを確認している。

エネルギー消費量は店舗より工場のほうが大きいの
で、北海道工場ではエネルギーマネジメントに特化し
た ISO50001 を 2016 年に外食企業で初めて取得した。
以来、当工場は順調にエネルギー使用量を低減していた
が、一昨年度に初めて売上あたり使用量が基準年度より
増加したため、現在は改善を模索中だ。

一方、昨年度に同 ISO を取得した福島工場は、基準
を 2019 年度とし、3 年連続 2％減を目標に改善を続け
ている。2020 年は、エネルギー使用量の多い冷凍設備
の適性運転化や除湿器の運用改善などを行い、約 8％の
低減を達成した。

北海道工場は、CO2 排出量 55％削減を目標に 2007
年に竣工された。その特徴の一つは、冷蔵設備排熱の再
利用だ。通常は捨てられてしまう冷蔵設備からの排熱を
回収し、給湯の加温に利用しており、10℃の水を 20℃
まで加温することができる。

二つ目は、ヒートポンプで冷温水を同時に取り出して

㈱アレフは 1968 年、岩手県盛岡市にてハンバーガーと
サラダの店「べる」をオープンしたのが始まり。現在、
ハンバーグレストラン「びっくりドンキー」は、フラン
チャイズ店を含め全国に 339 店舗、食品加工工場が全
国に 8 カ所、さらに小樽ビール醸造所およびエコロジー
テーマガーデン「えこりん村」を運営。

利用すること。熱を作るのではなく移動させる仕組みの
ヒートポンプとなり、冷熱と温熱の同時送り出しが可能
なので、ボイラーとチラーの両方を使うよりもエネル
ギーを低減でき、入力エネルギーの 5 ～ 7 倍の出力が
得られる。

三つ目は、地中熱や地下水の自然エネルギーの利用。
地中熱採放熱管を 20 本、深度 100 メートルで埋設し、
管の中に不凍液を循環させて熱交換する仕組みだ。夏は
冷たく冬は温かい地中の熱を利用し、冷暖房・冷温水の
熱源として利用している。地下水も同様の温度帯にあり、
熱源としても有効利用できる。

脱炭素へのもう一つのアプローチは、使用エネルギー
の中身の転換だ。当社で使用するエネルギーで最も多い
のは電力で、75.5％を占めており、空調や照明、冷凍、
冷蔵設備などで利用されている。この電力をゼロカーボ
ンにしなければ、目標達成は不可能なので、2019 年か
らは再生エネルギー由来の電力の調達に取り組んでい
る。先述の 2020 年の CO2 排出量を大幅に低減できた
のもこれによる。全国を 5 エリアに分けて、風力や水
力などに由来する CO2 排出ゼロの電力調達プランを立
て、電力コストも低減できるパートナーと連携している。
2020 年度は 99 事業所で電力リソースを切り替え、再
エネ率は 73.5％になっている。

自社廃棄物から電力をつくる
北海道恵庭市の当社の農業・環境・文化をテーマとし

た施設「えこりん村」では、バイオマスプラント（醗酵
機能付き貯留槽）を設置している。びっくりドンキーな
どレストランから出る生ごみと小樽ビールの麦汁の搾り
かすに水を加えて貯留槽内のメタン菌の餌にし、バイオ
ガスと液体肥料を作っている。バイオガスには約 60％
のメタンと二酸化炭素が含まれている。

廃食用油もリサイクルしてバイオディーゼル燃料
（BDF）を作り、発電機に使っている。１時間に 30 キ
ロワットの電力ができ、隣接する事務所で使用してい
る。一般家庭で約 40 軒分相当の発電量になり、余った
分は売電している。発電機は１台の発電機で２種類の燃
料を扱えるデュアルフューエル発電機で、バイオガスも
BDF も使えるという利点がある。

先述のバイオガスプラントで出来た液体肥料は、窒素
分を多く含む良質な有機肥料なので、えこりん村の採草
地（放牧用の草地）に散布し、羊の餌となる牧草の成長
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促進に役立てている。

食品廃棄物の削減
店舗運営で出てしまう廃棄物の中でも食品廃棄物は大

きな割合を占める。ミニトマトのヘタ、調理の際に出る
生ごみ、食べ残しなどは、店舗あたり１日約 25 ～ 30
キロほど発生する。これらを生ごみ処理機で細かく粉砕・
乾燥後、生ごみ資材として提携農場やえこりん村で堆肥
化に利用し、肥料として活用する。フランチャイズも含
めると、全国で約 110 台の生ごみ処理機を導入している。

そのほか、調理後の食用油もリサイクルしており、ハ
ンドソープの原料、養豚や養鶏のえさ、冬場のボイラー
の燃料などに使用している。また 2007 年からは、北海
道の一部地域の幼稚園、保育園、小学校から使用済み油
を回収し、北海道工場の敷地内のプラントで軽油の代
替になるバイオディーゼル燃料を作っている。バイオ
ディーゼル燃料は、温かい時期のえこりん村のトラク
ターや地域イベントで使う発電機などに使っている。

色々な取り組みを複合的に行うことで、2020 年度の
食品廃棄物の利用再生実施率は 94.6％と過去最高にな
り、食品製造業に求められる 95％の目標達成にあと一
歩のところまで来た。2021 年度は 95％を超えそうだ。

提供側の課題は、お客様のニーズを予想して仕入れ量
を調整する、ハンバーグパティの製造で不良品を減らす、
異物混入を検知する、Ｘ線検査でロスを低減するなどだ
が、お客様にちょうどいい量を選んでいただき、食べきっ
ていただくことも大切だと考えて、ライスの小盛や、小
学生以下のお子様に食べ切りを応援する「もぐチャレ‼」
というキャンペーンも実施している。チャレンジを宣言
して食べきると賞状、2 回成功すればスタンプが貰え、
次の来店時にデザートがプレゼントされる。好き嫌いや
食べ残しを少しでも減らし、食事の楽しさを感じてもら

い、食育にもつながる取り組みだと思っている。

脱石油由来製品
店舗で「ストローは必要ですか」と声がけした結果、

ほとんどの人が必要だと回答した。ストローの完全廃止
は難しいので、わら製、シリコン製、金属製など材質を
検討した結果、保管時の汚損、カビの発生、洗浄・乾燥
時の衛生などを考えて紙製の使い捨ても有力候補となっ
た。ストローが必要な商品の特徴を考えながら色々な検
討や社内調整を重ね、最終的に植物のでんぷんから作っ
たポリ乳酸（PLE）を原料にしたストローに切り替える
ことにした。これにより年間約 10 トンも使用していた
石油由来プラスチックのストローから脱却できる。持ち
帰り用スプーンは、バイオポリエチレンを 10％含有す
るバイオ素材に変更した。

テイクアウト容器は、プラスチック容器の使用量が
2021 年度に 150 トンと、コロナ禍前の約 7 倍にまで
増えたので、紙製パッケージメーカーと容器の開発を
進め、環境に配慮した紙製容器を作った。紙の原料は、
FSC 認証林（適切な森林管理が行われている持続可能
な森林）由来の木材と FSC 規格に適合したリサイクル
材等を混ぜた FSC ミックスを使用し、容器の蓋と身を
一体化して原料の使用量を減らした。しかも紙素材の弱
点と言われる耐水性、耐油性、耐熱性を備え、容器のま
ま電子レンジで温めることができる。この容器を宅配用
にも使用することにより、石油由来プラスチックは年間
約 140 トン（93％）の削減を見込んでいる。また、店
や工場から出る廃プラスチックは、2020 年度で約 470
トンと多いので、資源化できる事業者へ優先的に委託し、
定期的に現地を訪問し処理フローを確認している。

特 集 カーボンニュートラル社会に向けて 改めて環境問題を考える
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その他の取り組み

割りばしは、木材から竹箸に変更し、その後はリサイ
クルできるリユース箸に替えた。紙ナプキンは、FSC
ミックスを使用し、六つ折りから四つ折りにしてナプキ
ンの面積を少し減らした。木の皿は環境負荷の低い材料
を追求し続け、今はゴムの廃木の集成材で作ったものを
使っている。また、制服などは車の内装材にリユースし
たり、ブリングプロジェクト（不要になった衣服等を回
収しリサイクルするプロジェクト）と連携するなど、複
合的な取り組みを続けている。

持続可能な仕入れ
びっくりドンキー全店で提供している米は、持続可能
な食生産の一例で、除草剤を１回だけ使用した契約栽培
の米である。一般に米は殺虫剤や殺菌剤を複数回使用す
るということだが、当社では 1996 年頃から生産者と協
議を始め、試行錯誤しながら現在の省農薬米にしている。
病害虫を減らすために苗の間を少し広くし、菌が隣に移
らないようにするなど、生産者の工夫があってできた取
り組みだ。
2016 年には、こうした取り決めのほかに、直営店の
出荷分には生物多様性関連の生き物調査の実施なども追
加した。近年中にはフランチャイズ向けも含めて100％
実施にしたい。昨年度は 80％の目標に対し 78％達成で
きた。今年度は 90％の目標、来年度は 100％達成を目
標に、生産者に生き物調査の実施を依頼している。
　また、持続可能性を評価するために、一部産地におい
ては自然資本プロトコル（自然資本への影響と依存を評
価する基準）を採り入れた環境負荷の算出も実施した。
人的資源への依存度なども計算に入れて、有機栽培や観
光栽培と比較しながら費用対効果などを改めて算出した。

地域・行政・教育機関などとの協働
同様に、食の生産現場である農業にも注視し、自然
や環境を伝える目的で 2000 年から様々な実験を始め、
2006 年には北海道恵庭市に体験田を備えた「えこりん
村」を開設した。
きっかけは宮城県で冬季湛水（とうきたんすい）とい
う農法に出会ったこと。これが北海道でも可能かどうか、
生物の力を最大限に生かした持続可能な稲作が実践でき
るかどうか。冬場でも水を抜かずに張っておくことで、

生き物の生息環境を維持すると、生き物が有機物の分解
を促進し、水鳥が飛来する場所になるかなど、効果を検
証したところ、北海道の雪の深さ、気温の低さなどから、
宮城と同じような結果は得られなかった。現在は、色々
な生産者や研究者から教わった稲作の技術を実際の田ん
ぼを使って実証しながら、種まきから田植え、夏の生き
物調査、国内外来種のトノサマガエルの捕獲、稲刈り、
稲藁細工などの体験を来訪者に提供している。
当社で提供しているビーフは、ニュージーランドと
オーストラリア・タスマニアで牧草中心に契約で育てた
ものだ。国内では、えこりん村で、同様の放牧により羊
を飼育している。放牧地は、冬は雪が深く、春先は雪解
け水で土壌排水量が多くなるので、体重が 350 ～ 450
キロの牛が歩くと、土壌が泥濘化して荒れてしまった。
そこで、冬が来る前に出荷できる羊の飼育に変更した。
牧草は、クローバーやイネ科植物の組成割合やわき芽
の増やし方も重要で、牛と違い小柄な羊に合うように、
できるだけ 15cm以下の牧草にし、仕切り柵の中で移
動させて効率よく育てている。
先ほどの田んぼ以外にも、生物多様性保全の取組例と
して、2005 年から毎春、在来マルハナバチの生息を保
つために、特定外来生物のセイヨウオオマルハナバチを
駆除する活動も行っている。2008 年からは北海道庁と
の共催、2014 年からは北海道セイヨウオオマルハナバ
チ対策推進協議会とも共催し、外来種問題を社会に発信
し続けている。また、小学校 3年生から 6年生を対象
に毎年、えこりん村学校という自然体験コースを開催し、
月に１回、全 6回で、４つの体験コース（米、森、野菜、
肉）を設け、毎年約 80～ 100 名の参加を得ている。

最後に 当社のコンセプト
衣食住のうちの食は、私たちが食べる生き物の命に繋
がる。当社の創業者や先輩社員たちは、まずどんな食材
をお客様に提供すべきかを考え、次にその生産現場であ
る農業はどうあるべきか、農業や人の周囲にある環境へ
の影響をどうしたらよいのかを、一つずつ追求していっ
たと聞いている。この課題は SDGs の 17 の目標とも通
じており、一つずつ解決するというよりも、複合的な取
り組みによって達成されるものと思う。「食」という字
は「人を良くする」と書く。お客様と従業員で社会の課
題を解決していくのがびっくりドンキーの姿勢だと考え
ている。
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環境委員会　
7 月 27 日　JF センター会議室

宮下 雅光委員長　会場参加 19 名、web 参加 10 名

宮下委員長の開会挨拶の後、事務局より 5月の定時
総会で発表された今年度委員会計画のうち、プラスチッ
ク資源循環促進法、食品リサイクル法、食品ロス削減推
進法、容器包装リサイクル法などに沿った事業として、
エネルギー使用実態調査、プラスチック製品使用状況調
査、食品ロス調査などを実施し、会員間の情報共有を図
るとともに外部への情報発信も積極的に行う旨が説明さ
れた。その後、出席者から出た意見を業態別に分けると
次のようになる。

【ファーストフード業態】　
〇上場企業は環境対応の情報開示が求められているが、
外食企業で Scope ３（事業者の活動に関連する他社
の排出）まできちんと算出している企業はまだ多くな
い。来期から有価証券報告書に、自然環境問題への取
り組みを全部入れることになっている。自然災害の影
響を財務的に算出しなければならない。情報の共有が
ほしい。
〇海外事業では、Scope ３のエネルギー消費実態の把
握ができていない。バイオマス発電の実施条件も、所
によってまちまち。情報を共有できるセミナーがある
といい。
〇「容器包装リサイクル」のセミナーをやってほしい。
コロナ下のテイクアウト需要で増えた容器包装をいか
に減らしていったか、どのように減らす努力をしたか
の情報がほしい。
〇基本的にはプラスチックとエネルギーの削減が大きな
課題だが、グリーントランスフォーメーション関連の、
新たな補助金の活用例も共有できると有り難い。
〇環境対策の新しい課題や問題を、各社の担当者レベル
で簡単なことも難しいこともコミュニケーションでき
る場、堅苦しくなく繋がれる情報交換会などがあると
いい。

〇ある地域で共同で取り組んだコスト削減が他地域でも
同様にできるのか、他産業が実施している我々の知ら
ない取り組みはあるのかなどの情報を集め、共有し、
みんなで一緒に出来るものがあれば良い。

【ファミリーレストラン業態】
〇環境関連法への対応は、連携しても実施できない場合
もある。他に連携方法があるのかをセミナーなどで情
報共有できると良い。
〇 Scope ３の算出方法は、当社でも海外海外取引先の
数値を拾う作業をしたことがあったが、個人情報保護
法等で明らかにできない数値があるなどで、結局算出
できなかった。きちんと数値を作るには、契約生産者
に直接依頼をして承諾書をもらうなど、情報収集の
ハードルは非常に高い。実施が非常に難しいことにど
こまで費用を掛けてやるのか判断が難しい。そうした
実例を行政とも情報共有し、現実的な数値作成に向け
てすり合わせをしていくことが、重要ではないか。
〇食品リサイクル法や容器包装リサイクル法への対応
は、一つの会社で何とか推進できる段階ではない。た
だ頑張りましょうという根性論では話にならない。本
当に連携を考える段階だ。共同で取り組むことを考え
ないと、中小事業者や個人事業主を取り残してしまう
のではないか。「誰も皆、例外なく取り残す」などといっ
た世界になってはいけないと思う。
〇 2030 年以後の環境問題がどうなるのか、誰も言わ
ないし描いていない。子供たちのため、未来の人類の
ためなどと、大きな目標は言われるが具体的でないの
で、社内でうまく環境対策を伝えられない。具体的に
2030 年以降の展望を示してくれるセミナーがあると
面白い。

【ディナーレストラン業態】
〇環境関連の法令は多岐に渡り、わからないことが多く、
勉強不足を痛感している。今はコロナ禍で売上が激減
しており、省エネ法の原単位が悪化しているが、その
対策はどうしたらいいのか。もちろん、売上を上げれ
ばいいのだが、コロナがここまで続くと、その対応は
難しい。
〇当社は店内飲食がメインで自社ＣＫもないため、
Scope ３の数値の算出方法には興味がある。可能で
あれば、各社それぞれが数値を出すのではなく、標準
化した数値の出し方があれば嬉しい。そのために流通
業界全体で意見交換などがあると良い。また、外食産

今年度第 1回目の JF 環境委員会では、外食企業の環境

対策について JF 企業間でさらなる情報の共有が望まし

いとの声が多く聞かれた。

特 集 カーボンニュートラル社会に向けて 改めて環境問題を考える
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調査結果概要

会員各社の 2020 年度の電気、都市ガス、LP ガス等
エネルギー使用状況、および 2030 年度の削減目標に向
けて実施している対策等についての調査で、次のような
結果を得た。

2020 年度の JF 正会員社のエネルギー使用量は、新
型コロナウイルス感染症の拡大による営業時間短縮など
で、前年より 10.1％減少し 105,982 テラジュール（TJ）
となった。一方で、コロナ禍により、店内飲食を中心と

1 
 

令令和和 年年度度 エエネネルルギギーー使使用用実実態態調調査査 結結果果概概要要

１１ 調調査査のの実実施施状状況況

□実施時期：令和 年１～ 月

□調査内容

○エネルギー使用状況等（ 年度・令和 年度 令和 年 月～令和 年 月）

□実施状況

・配布数 ：ＪＦ正会員４５１社

・アンケート回答者数 ： 社（回収率 ％）

２２ アアンンケケーートト結結果果概概要要

（結果概要） 
低炭素社会実行計画では、外食産業は「売上当たりエネルギー消費量」を削減指標とし、「2013 年

度以降 年平均 1％の削減」を行い、「2020 年度には 2013 年度比 66..88％％削削減減」「2030 年度には 2013
年度比 1155..77％％削削減減」を行うことを目標としている。 

22002200 年年度度はは 22001133 年年度度比比▲▲99..55％％となり、目標を達成した。 

■■エエネネルルギギーー消消費費量量原原単単位位のの【【削削減減目目標標】】とと【【実実績績値値】】のの推推移移
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資資料料 ２２

１１

業の環境対策を効果的にアピールするなど、連携して
情報を出すことで、業界が盛り上がっていく方法を検
討してはどうか。

【喫茶業態】
〇環境関連法規の学び直しができたら良い。当社では、

持ち帰りカップの削減のために、お客様が持ってくる
マイカップを歓迎するという取り組みを一部店舗で実
施している。こうした取り組みも他企業と連携できた
ら嬉しい。

食品ロス量の推移（平成24～令和２年度）
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✓ 令和２年度食品ロス量は522万トン、うち事業系は275万トン。
✓ いずれも、食品ロス量の推計を開始した平成24年度以降、最少値。

（単位：万トン）

エネルギー消費量原単位の【削減目標】と【実績値】の推移

1997 年に採択された京都議定書の第 1 約束期間

（2008 年～ 2012 年）終了後、政府全体が進める地球

温暖化対策の「低炭素社会実行計画」に基づき、ＪＦは

2016 年に「JF 環境自主行動計画」を策定した。

この自主行動計画では、外食産業は「売上当たりエネ

ルギー消費量」を削減指標とし、「2013 年度以降 年平

均 1％の削減」、「2020 年度には 2013 年度比 6.8％

削減」、「2030 年度には 2013 年度比 15.7％削減」を

目標とした。

外食産業エネルギー使用実態調査

□ 実施時期：2022 年（令和 4 年）１～ 3 月

□ 調査内容：2020 年度エネルギー使用状況等

□ 実施状況：ＪＦ正会員 451 社に調査書配布

□ 回答数 100 社（回収率 22.2％）

した業態を中心に、売上は激減し、前年比 16.0％減と
推定されることから、「売上当たりエネルギー消費量」
は前年の16.7メガジュール(MJ)／百万円から7％増え、
17.9 メガジュール (MJ) ／百万円へと悪化した。悪化の
要因は、外出自粛等で来店が少ない時間にも店内営業を
維持するための照明・空調など一定の電気使用量を必要
とするためで、急激な売上減少にエネルギー使用量の減
少が追い付かなかったことである。

しかし、これまで会員各社が続けてきた省エネ努力に
よって、「売上当たりエネルギー消費量」は改善が進ん
でいたため、2013 年の基準値（19.8MJ/ 百万円）より
9.5％も減少し、2020 年に達成目標としている基準年
比マイナス 6.8％を余裕でクリアした。

目標達成の維持には、外食事業者のそれぞれの取り組
みとともに、外食産業の売上を左右する消費動向が重要
となるが、2021 年度も依然として新型コロナウイルス
の感染が続き、酒類提供の制限など規制強化が行われた
ことから、飲酒業態などでは売上のさらなる減少が避け
られない状況であり、2021 年度も「売上当たりエネル
ギー消費量」の悪化が懸念される。
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３年ぶりに
産地見学交流会を再開
農業の再生に取り組む福島県の生産者と交流を図る

Fukushima

福島県は 2011 年の東日本大震災に起因する原発事故以来、行政と産地が一体となり様々な検査体制の強化や積極
的な販路開拓に努め、農業産出額は 2020 年で 2116 億円までに回復したが、震災以前の 2010 年の 2310 億円
には達していない。約３年振りの開催となる今年度第１回目の産地見学交流会は、各社の仕入れ・商品開発責任者等 
20 名が参加し、福島県東部（浜通り地区）を中心に、福島県の農業再生に向けて意欲的に取り組んでいる農業経営者
等を訪ね、商談交流を図った。日帰りの産地訪問で午前 11 時から午後６時までの現地滞在であったが、同県の農業再
生の現状を垣間見ることができた。

なお、この産地見学・商談交流会は福島県との共催で、うつくしまふくしま農業法人協会、全農ふくしま等との連携
により実施された。

富岡町は震災以後全町民の避難を余儀なくされた。福島県は同
地域再生のために試行錯誤を繰り返し、新たな振興作物として玉
ねぎの生産に着目した。2016 年より復興計画に着手し、ドローン
等先端技術を活用した栽培管理、大型省力化機械を取り入れた栽
培普及などに努めてきた。国産玉ねぎの価格高騰と品薄が続く現
況にあって、福島は新たな産地として注目が集まっている。

富岡町を含めた福島県東部周辺の玉ねぎの栽培面積は 2018 年
の 3.4ha から 2022 年には 32ha へと飛躍的に拡大し、2021 年に
は国の指定産地に認定された。現在、外食等の全国需要に対応す
るため、長期保存が可能な乾燥機能を備えた集出荷施設の整備も
進めている。

富岡町と隣接する浪江町では玉ねぎだけでなく長ネギの栽培も
行われている。浪江では外食産業にとっても重要な農産物の一つ
である長ネギの圃場を視察した。

郡山市に本社を置く株式会社なかた農園は福島県を代表する農
業生産法人で、契約栽培により、主力商品の長ネギ等を外食産業
やコンビニなどに出荷している。以前より長ネギの数量の確保と
畑の規模の拡大が同社の課題であったこともあり、震災で被害を
受けた浪江町の復興の役に立ちたいとの思いから、数年前に浪江
で長ネギの生産を開始した。

玉ねぎ選果場
福島産の玉ねぎ収穫時期は西日本産と北海道産
が出回る時期の狭間（端境期）となる６月下旬
から始まり、この時期は出荷に向けた選別作業
が急ピッチで行われる。玉ねぎ出荷量は現在約
500 トンであるが、今後は３倍の約 1500 ト
ンに増やす計画で、福島県東部（福島県浜通り）
を再生する農業産品として期待されている。

隣接の集出荷施設
乾燥後、出荷施設に貯蔵された加工用玉ね
ぎは鉄コンテナ（１コンテナ当たり総重量
500kg）に入れて出荷される。

タマネギのメニュー活用例
（弁当）福島牛と福島県オリジナルタマネギ「浜の輝き」を使用したハ

ンバーグ（右上）、福島県産菌床しいたけとアスパラの炒め物、コメ
は食味ランキングで高い評価を得た「天のつぶ」。

（下）左のオニオンフライは「浜の輝き」、右のサラダは赤いタマネギ「レッ
ドグラマー」を使用。

現在の作付け状況を
説明する「なかた農
園」の中田幸治社長。

長ネギ畑に空中散水するドローンのデモンストレー
ションも行われた。

なかた農園の長ネギ。

① 玉ねぎ集出荷施設
    （富岡町 JA 福島さくらふたば地区本部） ② 長ネギ圃場（浪江町）

福 島 県

産地見学・
商談会　
7月21日
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活発な商談が行われた会場。 商談会終了後、全員で記念撮影。

福島県産銘柄豚「麓山高原
豚（はやまこうげんとん）」

（左）と福島県産牛（右）の串。
居酒屋の串焼き、串カツな
どに適している。

鈴木農園（郡山市）
の長期培養された
ジャンボなめこ。

福島県オリジナル
品種米「天のつぶ」。

産地を代表して挨拶する福島県農林水産部の鈴木幸則次長（左）。中央は
全国農業協同組合連合会福島県本部の渡部俊男本部長、右はうつくしまふ
くしま農業法人協会の中田幸治会長（なかた農園社長）。

菌床しいたけイノベーションセンターは、持続可能な福島県産しいたけを製造・
供給することを目的に、JA 全農ふくしまが 2018 年に設立した。放射性物質を取
り除く新たな栽培技術を導入し、各生産者の経営規模や顧客のニーズを聞き取り
ながら、年間約 11 万菌床の供給を行うほか、収量向上のための新たな栽培管理や
収穫技術の確立に努めている。2011 年の大震災以後、福島県産菌床しいたけの販
売は大幅に下落し危機的な状況が続いたが、行政と産地が一体となり、生産段階
で放射性物質の吸収を防ぐための栽培対策を徹底し、流通段階では県のモニタリ
ングをはじめとした抽出検査を継続実施した結果、年間 160 トンの生産能力を持
つ「肉厚」で高品質なしいたけの栽培が確立され、量販店はじめ業務用市場を中
心に着実に売り上げを伸ばしている。

大振りで肉厚のしいたけ。

顧客のニーズに合わせて小さな
サイズでの供給も可能。

③ �菌床しいたけイノベーションセンター  
（郡山市）

視察後には、福島県、JA 全農、うつくしまふくしま農業法人協会等の協力により、コメ、畜産物、農産物、加工品等を生産・販売する産
地関係者を交えた商談交流会を開催した。

④ �福島県農業生産者との意見交換・商談・懇談会（郡山市 JA 福島さくら本店）

鈴
すず

木
き

幸
ゆき

則
のり

　農林水産部次長
本日は、お忙しい中お集まりいただき誠にありがとうございます。
本県の農林水産業は、東日本大震災により大きな打撃を受けまし

たが、生産者の皆さんの懸命な努力と全国の皆様の御支援により、
県産農林水産物の生産と価格は回復傾向にありますが、一部品目に
おいては、未だに風評の影響が根強く残っております。「第三者認
証 GAP 取得日本一」への取り組みをはじめ、県産農産物の安定的
な出荷や美味しさでも信頼される産地づくりを、関係者一丸となっ
て進めています。

参加者の皆様には、今回の商談交流会をとおして福島を身近に感
じていただくとともに、本県の農林水産物を御愛顧くださいますよ
うお願い申し上げます。
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食材調達・開発等委員会
７月 14 日　ＪＦセンター会議室

大山泰正委員長および委員 23 名参加

新しく就任した大山委員長は開会冒頭で、食と農との
長い連携の歴史がある JF で、この 2 年間、口惜しくも
コロナの拡大で赤塚前委員長が中止を余儀なくされた産
地見学交流会をしっかりと引き継ぎ、また、昨今の世界
情勢の変化で生じている様々な食材調達の問題を乗り超
えるべく、会員の皆さんと情報交流をしていきたいと挨
拶した。次に事務局より今年度の産地見学交流会やフー
ドサービス商談会等の事業計画の説明があった。

その後、食材調達・商品開発に関し株式会社アレフお
よび日本マクドナルド株式会社の事例発表が行われ、続
いて各社の取り組みや課題について意見が述べられた。

事例発表 1

食材調達・商品開発等について

株式会社アレフ　
仕入調達部部長　泉亭俊一氏

食材高騰の根本要因
世界の人口と穀物生産お

よび耕作面積の推移を見る
と、人口の増加に対して穀
物生産も増えているが、耕
作面積は 1970 年代からほ
ぼ横ばいで、単収を伸ばす
ことによって消費量の増加に対応している。ところが今、
コロナ等により世界的な均衡が崩れたことにより、この
危うい状況が露呈し、単収の伸びだけではカバーしきれ
ない局面に入ってしまったと思われる。

商品開発対応
今後も食材高騰の継続が予測される中で、価格転嫁を

せざるをえないが、どのように実施するべきか。びっく
りドンキーが取り扱っている食材は、主に米とハンバー
グと野菜だが、我々の強みをどう出していくか。自社製
造を強化して、国内製造でどういう付加価値とコストメ

リットを出していくか。自社工場とグループ関係会社の
製造品を使うにしても、どういう割り振りで行っていく
か。自社の商品をカテゴライズしながら、こうした課題
に向き合っている。
①まずハンバーグに関しては、自社の８工場で製造し、

生産性向上の取り組みを継続的に行っている。ハン
バーグの重量やレシピなどが色々と異なる商品を開発
して、色々なハンバーグを食べていただくことで製造
重量を上げ、より生産性を高めることを目指している。

②乳製品カテゴリーのソフトクリームは、関係会社が
製造する動物性 100％のソフトクリームベースを使
用 し、 お 客 様 の TPOS（Time, Place, Occasion, 
Style）に合わせてサイズやフレーバーが選べるよう
に整理したところ、品揃えが分かりやすくなり出数が
増えた。

③ビールとノンアルコールビールは小樽の自社工場で製
造している。初めはビールの製造だけであったが、コ
ロナ禍で売上のアップダウンがあり、厳しい状況に
なったので、ノンアルコール商品も自社で作るように
なった。年に３回、季節限定ビール（チェリー、レモン、
フランボワーズ）を出しており、ノンアルコールビー
ルでもこれらのフレーバーを入れたものを作り、自社
工場の稼働率を上げている。

④コーヒーは、札幌の自社工場で焙煎している。コロ
ナの影響でテイクアウトが主流になり、出食数自体は
減っている。コーヒーのミルクは、自社のもの、およ
び別の北海道産のものを使い、コーヒーのサイズとフ
レーバーもお客様の利用シーンに合わせて色々な組み
合わせで選べるようにしている。今年は、ホット系商
品は 4 品から 5 品へ、アイス系商品は 5 品から 10 品
へと増やす実験導入を開始した。

⑤一方、サラダはまだ独自性を出し切れていない弱いカ
テゴリーなので、今後の強化が必要となる。メインの
野菜に関しては、契約調達率を上げる取り組みを行う
ことで、独自基準の順守、品質の安定、およびコスト
メリットが結果として出てくると思われる。現状では
大幅なコストアップはないが、肥料・エネルギー等の
コストに対して今後の対策が必要となる。

⑥サイドのフライドポテトは輸入品を使っている。現状
は現地価格の高騰をそのまま受け入れざるを得ない状
況である。フライドポテトに変わる独自性のあるサイ
ド商品、国内で生産・加工することで安定調達が可能
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な商品の開発が急務となっているが、今のところフラ
イドポテトを超えるような商品開発に至っていない。

今後の対応
食材高騰への対策として代替食材の調達も試みている

が、元の価格での調達は非常に厳しく、商品価格の変更
は避けて通れない。ただ、我々としては単なる価格競争
にならないように、初心に立ち返り、自社・グループで
の製造を強みとして、独自性を維持しながら核商品の開
発を続けていきたい。

日本は長期的な食糧政策を考えなくてはいけない時期
に来ていると思う。単に自給率の向上というだけではな
く、どのようなものが日本の農業に合っていて、それを
強みにしていくかを考えていかなくてはいけないと思
う。産地を回れば回るほど、そう感じる。

事例発表 2

食材調達の見通しと対策について

日本マクドナルド株式会社　
サプライチェーン本部ストラテジックソーシング部　
渡邉健太郎氏

今のサプライチェーンの
問題を三つに整理すると、
一つは物流の問題で、世界
的にサプライチェーンの混
乱が続いている。もう一つ
は、食材と包材のコストで、
今まで経験したこともない
異次元のインフレーションをきたしている。三つ目は世
界的な調達競争である。

急激なコスト上昇の要因
今までは物が増えたら供給量が増えて価格が下がって

いったが、最近は物があるのにそれを加工する労働者が
不足している。これが供給のボトルネックになっている。
また、世界各地の異常気象も問題だ。ラニーニャ現象が
３年連続で発生したり、ブラジルで 6-7 月に霜が降り
たり、カリフォルニアで大干ばつが起きたりしている。

さらに、ロシア・ウクライナ問題で肥料価格が高騰する
などで、最終的に追加コストの波が下流に押し寄せてく
ると思われる。そして物流費の高騰。コンテナ輸送費は
ここ数年で倍以上に上がり、下がる見込みがない。これ
は世界のどこへ行っても同じ状況で、企業でなんとかで
きるものではなく、受け入れて考えていくしかないと思
う。ただ、先が見えない難しい状況下でも、強いサプラ
イチェーンを築き上げるにはどうしていくべきなのかを
考えていきたい。

強靭なサプライチェーンとは
一番大事なのは、何かあった時に弾力性をもって、す

ぐに通常の状態まで回復させる力（Resiliency：レジリ
エンシー、弾力性／回復力）があることで、このレジ
リエンシーを高めるためにできることとして、第一に
Visibility（ビジビリティ、可視性）、すなわち、サプラ
イチェーンの上流まで遡って原材料が調達されるルート
を見える化することだ。次に重要なのが Agility（アジ
リティ、機敏性）で、迅速に判断できるよう体制や下準
備を整えておくこと。この可視性と機敏性を高めること
によって弾力性／回復力が高められる。ただし、それだ
けでは不十分で、サプライチェーンのリスクを考慮した
ビジネスプランも必要となる。これらを実施するために
は、上流の取引先との連携が大切で、目標を共有しなが
ら仕事をしていくことが大事になってくる。

責任ある食材・資材の調達
今までは安定供給とか包装といったところを注視して

いたが、最近は今まで以上に責任ある食材・資材の調達
に注意を払わなくてはいけない。FSC 認証、MSC 認証、
レインフォレストアライアンス認証、RSPO 認証など、
環境に配慮した認証材を適切に使用していくことも大事
になってくる。プラスチック削減に向けた取り組みとし
て、横浜エリアのマクドナルド店では、木製カトラリー

（スプーン、フォーク、ナイフ、マドラー）と紙ストロー
の提供を開始した。

北米ポテトの見通し
今年の北米のポテトの状況は次のようになる。まず、

米国の作付け面積は昨年比で 3.5% 減っているが、単収
の見込みは 6% 増、収量予想は 2.6％増となっている。
ただ、サイズがちょっと小さくなるようで、我々にとっ
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てはその辺が懸念としてある。
新物ポテトの価格、油脂価格、物流費の高騰が予想さ

れる中で、現在、価格の交渉をしてるところだが、原材
料価格が決まったとしても、物流がうまく進まないと売
るものがなくなってしまう。

シアトル、バンクーバーの港は、昨年来の洪水や大雪
で大混乱が起き、混雑は未だ解消していない。また、労
使交渉も 4 月 1 日で契約が切れ、今後の契約を交渉中
だが、これもいつ何が起きるかは分からない。仮に労働
者が港をロックダウンだとかスローダウンを行ってしま
うと、中国からクリスマス商品がアメリカに入ってくる
前に物流が止まってしまう。そういうことにも注意が必
要な状況にある思う。

　　　☆　　　☆　　　☆　　　☆　　　☆
事例発表後の意見交換では食材調達・商品開発の問題

を中心に以下のような意見が出た。
〇牛ショートプレートの輸入量を減らして別部位を足す

などで原価を調整し、販売価格の維持に努めている。
〇予想外のドル高で輸入牛肉の長期契約が結べない。
〇国産豚肉は比較的価格が安定しているので、サプライ

ヤーと協議しながらコストダウンに努めている。
〇ウクライナの被害で欧州の豚肉は高騰し始めている。

これからの価格高騰に備えて複数の産地からの調達を
検討している。

〇タイ産の鶏肉は安い時に比べると５キロあたり 200
～ 300 円近く高騰している。

〇輸入の産地を変えたり部位を変えたりしているが、切
り替えのコストもかなりかかる。

〇食材価格の上昇は想定していたが、今の上昇ペース
では今後が続かない。肉を使った人気商品に代わるメ
ニューを開発し、お客様に訴求している。

〇使用する菜種油、パーム油、大豆油などの配合割合を
変え、コスト上昇を抑えようとしているが、菜種の次
は大豆と次々に値が上がっていくので、その都度見直
しが必要となる。

〇今年 7 月からの油の契約では従来の２倍の価格にま
で上昇している。そのため、ろ過器を使って油の使用
量を 3 ～４割削減する方法を考えている。

〇油は一時の価格から 3 倍近い値段まで上がっている。
ロシアとウクライナが主産地のひまわり油の不足分を
エキストラバージンオイルで補うことを考えている。

〇 EU は 2025 年から欧州を離発着する航空機の燃料に

規制をかける予定。使用燃料の５％を持続可能な燃料
（SAF）にしなければならないので、日本の航空会社
も植物油を買い始めた。国は食用油に頼らない SAF
について、今から議論しておくべきではないか。

〇下がる見込みがない前提で商品の値上げに動いている
が、量を減らして値段を据え置くか、量はそのままで
価格を上げるか、どのようにメニューに転嫁するのか、
どういう付加価値をつけるのかなどを現在模索中。

〇中国のロックダウンで中国産玉ねぎが届かなかった。
今は国産農産物の使用を増やす方向に動いている。

〇輸入品の到着が従来より 1 ～ 2 カ月遅れ気味なので、
以前には考えられなかったほど高い食材（例えばジャ
ガイモ）であっても国内産を使い、高付加価値高単価
の商品を提供している。

〇国内の生産者と一緒に新しい取り組みができないか。
〇代替がきかない輸入食材には、レシピの開発、ロスの

削減、メニューミクスの再編などの工夫をしたい。
〇店舗によっては食材の高騰以上に電気代の値上げのほ

うがインパクトは大きい。燃料費調整額の単価が天然
ガスや原油の価格上昇に応じて上がっていく。

〇太陽光パネル等の設置面積を広げているが、上がった
電気料金の回収はできない。

〇太陽光発電や風力発電等の再エネをどう使っていく
か、一つの解は遊休農地を活用したソーラーシェアリ
ングだと思う。ソーラーシェアリングでは、農地での
太陽光発電と耕作が両立できる。これはまさに GX（グ
リーントランスフォーメーション）ではないか。

〇ボリュームディスカウントは、世界で何が起こるか予
測できない時代に合わない。商品をできるだけ少量に
絞って機械化も図りながら生産効率を上げていく必要
がある。

〇外注化は、取引先の能力の見直しから始めて、適切に
選んでいく必要がある。

〇他社との共同配送を進めているが、2024 年のトラッ
ク運転手の労働条件改善で運送料は 30％弱上がるの
ではないか。

〇築年数が経っている国内工場には再投資が必要だ。
〇長年賃金が上がっていない日本にコロナ禍の追い打ち

があり、消費者の購買意欲が低下している。生産者や
流通事業者などとコミュニケーションを取りながら、
消費者に喜んでもらえるような食材づくりや商品開発
に取り組んでいきたい。

協会活動報告
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2022 年 ジェフ愛の募金キャンペーンが始まります

市場動向調査市場動向調査 ７月度

７月の業態・業種別外食動向調査

【忍び寄るコロナ第 7 波で店内飲食の回復は月後半に失速】7 月の外食産業の売上は、営業制限のあった前年を大きく上回り、　　
全体売上は 114.5％となった。しかし 3月の制限解除以降は回復基調にあった店内飲食が、月後半のコロナ第７波の拡大に伴い失速し、
業界の全体売上を押し下げた。

全店データ／前年比
売上高

店舗数 客　数 客単価
前年比 2019 年比

全　　体
ファーストフード 合　計

洋　風
和　風
麺　類
持ち帰り米飯／回転寿司
その他

ファミリーレストラン 合　計
洋　風
和　風
中　華
焼き肉

パブ／居酒屋 合　計
パブ・ビアホール
居酒屋

ディナーレストラン 合　計
喫　茶 合　計
その他 合　計

外食産業の社会貢献活動の一環として、今年も「ジェフ愛の募金」キャ
ンペーンを 11 月より開始いたします。外食産業は知的障害のある方々へ
のスポーツを通じた社会参加、世界で飢えに苦しむ方々への食糧支援など
に協力するため、毎年会員の方々の店舗で募金活動にご協力いただいてお
ります。

詳 細 は 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.jfnet.or.jp/contents/jf_
ainobokin/）または協会事務局（TEL: 03-5403-1060）までお問い合わ
せください。

■ 実施時期：令和４年 11 月１日（火）～ 12 月 31 日（土）
■ 募金ツール：ポスター、ステッカー、募金箱、募金の手引き

ご協力いただける店舗でポスター、ステッカーを掲出のうえ、お客さま
に分かりやすいレジ周辺に募金箱の設置をお願いします。また、ご協力
いただいた各社には結果をご報告するとともに、募金額を記した報告ス
テッカーを JF で作成し配布しますので、ご協力いただいた店舗に掲出を
お願いいたします。

■ 募金の送金について
集まった募金は令和５年２月 17 日（金）までに JF 宛てに振り込みを　
お願いいたします。
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114.5% 98.5% 99.7% 106.1% 107.8%
107.8% 112.1% 99.8% 102.9% 104.8%
108.0% 130.8% 100.6% 103.3% 104.5%
110.2% 107.6% 100.4% 101.9% 108.1%
110.5% 88.7% 99.0% 105.0% 105.3%
102.6% 99.7% 99.7% 100.4% 102.2%
108.2% 98.2% 98.3% 104.9% 103.1%
120.6% 89.0% 99.6% 111.9% 107.8%
117.7% 83.0% 98.4% 110.9% 106.1%
121.9% 84.1% 99.0% 108.6% 112.2%
118.9% 109.4% 102.7% 115.8% 102.7%
131.7% 105.6% 102.5% 125.0% 105.4%
237.6% 53.3% 95.8% 196.9% 120.6%
265.7% 58.0% 98.9% 219.8% 120.9%
223.2% 50.8% 94.8% 183.5% 121.6%
133.2% 80.6% 107.5% 124.5% 107.0%
116.1% 81.8% 98.4% 107.8% 107.7%
121.0% 91.3% 100.0% 110.9% 109.1%
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出展社・団体 出品例

エスビー食品㈱ ベビーリーフ、ハーブ

㈲柏崎青果 黒にんにく、乾燥野菜

倉敷青果㈱ 業務用カット野菜

全国農業協同組合連合会

全国農協食品、全農パー
ルライス、JA 全農たま
ご、JA 全農ミートフー
ズ、全農チキンフーズ、
協同乳業

㈱大治 有機野菜

デリカフーズ㈱ 野菜・タレ・食材セット

東京電力ホールディングス㈱ 福島県産食材

とぴあ浜松農業協同組合 キャベツ・ブロッコリー

日本米粉協会 国内産米粉と米粉商品

㈱農業流通支援 全国から旬の作物

農水省農林水産技術会議事務局
産学連携室

「知の集積」から生み出
された食品成果事例

㈲舟形マッシュルーム 生鮮マッシュルーム

㈱米ワールド 21 米粉パン

丸紅エッグ㈱ 卵と卵加工品

㈱みやぎ農園 平飼い鶏ミンチ、鶏卵

㈱あいち研醸社 冷凍ゆば製品

㈱旭食品 雑穀類、オーツ麦

㈱味のちぬや コロッケ、メンチ、チキン南蛮

味の素㈱ テイクアウト向け商品

味の素冷凍食品㈱ 人手不足対応商品

㈱アスク 冷凍フルーツ・野菜

㈱イクタツ 米・小麦粉

石光商事㈱ 調理済み冷凍食品

石光商事㈱
東京アライドコーヒーロースターズ㈱

カフェインレスコーヒー

㈱いちまる 時短ランチメニュー

うつぼや池田食品㈱ 削り節、煮干、昆布

エスビー食品㈱ スパイス・ハーブ

MLA ミート・アンド・ライブストッ
ク・オーストラリア

オージービーフ
オージーラム

出展社・団体 出品例

エム・シーシー食品㈱ ビーフクリームコロッケ

カナダビーフ国際機構 カナダ産牛肉・仔牛肉

キッコーマン食品㈱ ステーキ醤油

キユーピー㈱ 秋の新商品

キユーピー醸造㈱ ビネガー

㈱協同商事コエドブルワリー COEDO ビール

ケンコーマヨネーズ㈱ 冷凍素材品・ソース類

㈱合食 いか、さば、魚卵、貝類

㈱桜通商 冷凍野菜

薩摩酒造㈱ 本格焼酎、リキュール

三共食品㈱ フライドガーリック

㈱ J- オイルミルズ 持続可能メニュー開発

㈱ジャムキチフーズ カット済商品

正田醤油㈱ 醤油、つゆ、ソース

㈱新進 野菜加工品

住商フーズ㈱ 海外ブランド豚・鶏肉

㈱創味食品 和洋中の調味料

タカナシ販売㈱ バタームース、チーズソース

高橋ソース㈱ オーガニックソース

宝醤油㈱ 液体・粉末調味料

㈱千代田組 純度 100％ピューレ

㈱デルソーレ 北欧ブレッド

㈱トゥーバトレーディング セミドライトマト

東海澱粉㈱ インド産フレンチフライ

東洋水産㈱ つけ蕎麦用極太面

ドリームフーズ㈱ 又四郎商店（醤油・漬物）

㈱ニチレイフーズ 冷凍食品・加工食品

日清オイリオグループ㈱ 吸油が少ない長持ち油

㈱日清製粉ウェルナ 健康・コスト抑制商品

㈱ニップン てんぷら粉、唐揚粉

日本水産㈱ 水産品、調味料

JF フードサービスバイヤーズ商談会 2022 (11 月 15 日）
来場者事前登録受付中！

賛助会員社を中心に、外食・中食業界に向けた様々な商品やサービスを提案していただきます。
入場料は無料です。右ページ上の URL から事前登録の上、ご来場ください。
会場ではマスクの着用、検温の実施、消毒液による手指消毒へのご協力をお願いします。
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出展社・団体 出品例

日本食研㈱ 冷凍ハンバーグ、ソース

㈱ノルレェイク・インターナショナル 冷凍モッツァレラ・パスタ

ハーゲンダッツジャパン㈱ アイスクリーム

㈱はくばく 調理済み穀物製品

ハナマルキ㈱ 発酵食品

㈱万城食品 沢わさび、わさび塩

㈱ヒガ・インダストリーズ 海外のソース・ペースト

福島鰹㈱ 削り節製品

㈱藤沢商事 業務用しらす

フジッコ㈱ 昆布・煮豆・惣菜

㈱フタバ 調味だしシリーズ

ブルドックソース㈱ 小袋・粉末ソース

㈱ブルボン 業務用クッキー

米国食肉輸出連合会（USMEF） アメリカ産牛肉・豚肉

㈱マナ 液体調味料

㈱マル井 わさび加工品

丸源飲料工業㈱ ジュース、シロップ

マルハニチロ㈱ 水産・畜産・農産・加工食品

㈱みすずコーポレーション 油揚、高野豆腐

㈱ Mizkan 食酢、ゆず果汁調味液

㈱ヤマザキ テイクアウト用冷凍食品

ヤマサ醤油㈱ ソース、タレ、醤油

ラムウェストンジャパン㈱ フレンチフライ製品

レインボーフレッシュ㈱ マンゴー、パパイヤ

エー・ディー・エム・ジャパン㈱ 植物性ミート

亀田製菓㈱ 植物性ミート

スターゼン㈱ 大豆ミート

原田産業㈱ 大豆ミート

㈱マルハ物産 大豆ミート

㈱ミート・コンパニオン 石垣牛、ベジミート

㈱アイマトン ジビエ

㈱信州富士見高原ファーム
わかさ 29 工房

ジビエ

㈱寺岡外食ソリューションズ POS、券売機

㈱日本コンラックス 自動釣銭機

国分グループ本社㈱ 食品卸、業務サポート

ニチワ電機㈱ 赤外線フライヤー・オーブン

㈱シンギ 紙容器・ストロー

出展社・団体 出品例

㈱スマイル 包装資材

タカノクリエイト㈱ 環境配慮型食器

㈱福井クラフト 食器、カトラリー

やなぎプロダクツ㈱ 楊枝、割箸、スプーン

エコラボ ( 合同 ) 除菌洗浄剤

㈱ KCC 布おしぼり、織布おしぼり

シーバイエス㈱ 業務用洗剤・ワックス

東京サラヤ㈱ 衛生管理システム

日本防疫㈱ 防虫・防そサービス

㈱ピーズガード 環境に優しい除菌消臭剤

㈱アクアリンク 環境（節水装置）

クリタック㈱ 環境（ウォーターサーバー）

共通運送㈱ 物流サービス

㈱トワード 物流サービス

インフォマート（JF フーズインフォマート）ブース

岩手県産㈱ サバ缶、水産加工物

岩間園製茶本舗 パウダー茶、ティーバッグ

㈱ Ever Food 生ハム

㈱クインビーガーデン はちみつ、シロップ

三通国際商事㈱ 冷凍豆腐干

㈱シマヤ 海鮮えびだし・かにだし

昭和交易㈱ ドライフルーツ

地中海フーズ㈱ 欧州産カラスミ・トリュフ

㈱西陣屋 九条ネギ

㈱二宮 ハラール食品

㈱ニューオークボ 生パスタ、乾燥パスタ

ノリット・ジャポン㈱ 秋田県産食材全般

㈱葉桐 静岡産抹茶・粉末ほうじ茶

広島水産㈱ 水産品

㈱丸惣 クエン酸プラム

㈲山上蒲鉾店 鰯つみれ、かまぼこ

㈱山田園 玉露のシェイク

花巻ワイナリー

エーデルワイン、高橋葡
萄園、アールペイザンワ
イナリー、大迫佐藤葡萄
園、もんのすけ農園

リンクフード㈱ エンドウミート

( 合同 )K メディカルニーズ マスク、クールタオル

事前登録は協会ホームページから
http://www.jfnet.or.jp/contents/Buyers/

《JF フードサービスバイヤーズ商談会 2022》
日時　11 月 15 日（火）　10：00 ー 17：00
場所　TOC ビル・五反田 13 階
　　　( 東京都品川区西五反田 7-22-17 )
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外食産業店舗マネジメント研修　発展編
～ 店長に必須のマネジメントスキルと実践計数管理を学ぶ ～

コロナ禍における食事スタイルの変化により、曜日時間帯別売上構成比や部門別売上高構成比等も変化しています。
FL コスト、光熱水費、包材費などが上がり、各社ともメニューの値上げを余儀なくされている中で、店舗の日々の予
算を達成するには、店長・マネージャーのマネジメント能力と経営方針を顧客接点で実現できる実行力が不可欠です。

本講座「外食産業店舗マネジメント研修」の目的は、マネジメント知識やコミュニケーションスキル、計数管理の手
法を身につけ、予算達成という難題に対するベストな解を模索できるよう、自分で考え自主的に行動を起こす自立自律
型の店長を育成することです。

９月９日の「基礎編」に続き、「発展編」では予算作成・市場分析・ローカルマーケティングの実践に挑戦し、多店
舗管理のできる店長やマネージャーに求められるスキルの習得を目指します。

会場参加が難しい場合には Zoom 参加も可能です。現場教育を見直し、これまでの店舗運営・教育手法を振り返る
機会としてご活用ください。

◆ 講　師　	 清水 均 氏（㈱プロジェクト・ドゥ　ホスピタリティマネージメント研究所 代表取締役）
◆ 日　程　	 11 月９日（水）10:00 ～ 17:30
◆ 会　場　	 ＪＦセンター会議室
◆ 対象者　	 店長、エリアマネージャー、スーパーバイザー、トレーナー、本部スタッフ 等
◆ 受講料　	 10,000 円（１名様、税込）
◆ 持ち物　	 必携テキスト２冊
		  「フードサービス攻めのマネジメント」￥2200 ( 税込 )、「飲食店攻めの計数問題集」￥2354 ( 税込 )
		  卓上電卓
◆ 申込締切	 11 月１日（火）

◆店舗運営マネジメント発展編
　＜多店舗管理と店長育成＞
Ⅰ．期間別実践マネジメント 年間・月間編
　　①実践・年間予算作成と店内組織作りのポイント
　　②年間 52 週マネジメントによる実践と月間予算
　　　管理
　　③人件費の実践計数管理　応用編
Ⅱ．期間別実践マネジメント週間・日間編
　　①年間 52 週マネジメントによる実践とデイリー
　　　管理
　　②人件費管理の基本は正確な売上高予想
　　③自店の現状計数の分析による問題発見と
　　　その実践対応

■実践・攻めのマネジメントワークショップ
（グループワーク： 曜日時間帯別売上分析と実践活用）

①自店への応用手法
②基礎データ収集のポイント
③計数分析による自店の立地特性と各月の特性把握

Ⅲ．メニューミックスと荒利益（粗利益）管理
　メニューミックスで変わる荒利益

①メニューミックスとは
②業態開発とメニューミックスの重要性
③標準原価率と荒利益シミュレーション
④メニュー開発と荒利益ミックス戦略
⑤店舗段階の荒利益改善戦術の具体的手法

ZOOM対応

午前 午後（昼食・休憩後）

外食産業店舗マネジメント研修　発展編　カリキュラム
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われわれの誓い
食とホスピタリティを通し、お客様とともに喜びを分かち合うこと、
それがわれわれの原点です。

1. お客様に満足していただけるよう、ホスピタリティの向上に努めます。

2. お客様に安心していただけるよう、安全で健康的な食の提供に努めます。

3. 食と農の連携により、潤いのある食生活への貢献と内外に向けた日本の食文化  

 の普及に努めます。

4. 地球温暖化の防止など、環境問題への積極的な取り組みに努めます。

5. 社会の一員として、雇用の創造と地域社会の発展に努めます。
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　2012年5月より、「東日本復興支援ジェフグルメカード」を発行しています。
ご購入1枚につき5円を、東日本大震災による被害からの復興支援事業に寄付致します。
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